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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、経営理念「敬天愛人」並びにグループ企業行動憲章に則った「サステナビリティ基本方針」に基づき、当社が社会の構造変化に適切に対
応し、責任ある企業の一員として持続可能な社会の実現に向けて貢献していくことで、企業価値向上に取り組んでまいります。

また、当社では、コーポレート・ガバナンスの確立を重要な経営課題として位置付けており、「透明性の高い経営」「株主重視の効率的な経営」「コ
ンプライアンス遵守の経営」を実践してまいります。

なお、企業の社会的責任を果たすため、社会貢献や法令遵守の徹底を推進するとともに、内部統制システムの運用・改善等に取り組んでおりま
す。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードに記載された基本原則をすべて実施しております。なお、コーポレートガバナンス・コードの各原則・補充原
則の実施・検討状況は、次の通りです。

【補充原則1-2-4】　株主総会における議決権の電子行使、招集通知の英訳

　当社では、電子投票制度（インターネットによる議決権行使）を採用しております。一方、機関投資家や外国人株主比率等の株主構成や費用面
を勘案し、議決権電子行使プラットフォームの利用及び招集通知の英訳は現在行っておりません。今後は機関投資家や外国人株主の持株比率
の推移等を見極めつつ、費用対効果も勘案のうえ必要に応じて検討してまいります。

【補充原則5-1-3】　株主構造の把握

　当社は、株主構造を把握するため実質株主の判明調査等につきましては、現時点では、費用対効果等に鑑み、実施する必要性を認識しており
ません。今後も株主構成の変化（機関投資家や海外投資家の比率の変化）などについては　注視してまいりたいと考えております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示項目の内容は、次の通りです。

【原則1-4】　政策保有株式

　当社は、取引先との関係の維持・強化や事業運営上の必要性・将来の事業提携の可能性等の事業展開の観点、および経済合理性等を総合的
に勘案し、当社の中長期的な企業価値向上に資すると判断した場合に株式を取得し保有しております。なお、保有の合理性を検証するため、担当
部署より年１回保有する株式について取締役会に報告しております。また、投資先企業の株主総会での議決権行使のタイミングでその保有の妥
当性について検証し、継続保有の可否を判断しております。検証の結果、継続保有が不適切と判断され売却をする際には取締役会の承認を得る
こととしております。

【原則1-7】　関連当事者間の取引

　当社では、取締役（社外取締役３名を含む）および主要株主等との取引については会社法、関連法令及び社内規程に基づいた適切な手続きに
より取締役会の承認を得ることとしております。また、関連当事者取引の状況を把握するために、年1回、状況調査を行い関連当事者について管
理する体制を構築しております。

【補充原則2-4-1】　女性・外国人・中途採用者の管理職への登用

　当社は、女性・外国人・中途採用者の管理職への登用等で特に制限は設けておらず、多様性の確保に取り組んでおります。また、新卒社員・中
途採用者から中堅社員、管理職まで、あらゆる階層に対応した各種技術習得、資格取得、マネジメントなどの教育研修を、社内の教育研修機関で
ある「KSKカレッジ」を通じて実施しております。

　なお、女性社員・女性管理職の人数はSDGsがスタートした2015年度と比較し、一般職が4.1倍、管理職が4.5倍となっております。また、女性管理
職の人数は2026年度末までに39名以上を目指します。これらの具体的な取り組み並びに指標及び目標につきましては、当社有価証券報告書「2
【サステナビリティに関する考え方及び取組】（https://ssl4.eir-parts.net/doc/9687/yuho_pdf/S100W5OS/00.pdf）」において「人的資本に関する指
標及び目標」として情報公開しております。

【原則2-6】　企業のアセットオーナーとしての機能発揮

　当社は企業年金制度を実施しておりません。企業年金制度を実施する場合には、企業年金のアセットオーナーとして期待される役割を果たせる
よう取り組んでまいります。

【原則3-1】　情報開示の充実

(1)会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　経営理念については当社ホームページをご覧ください(https://www.ksk.co.jp/company/)。経営戦略、経営計画につきまして、決算発表資料（決
算短信等）、決算説明会資料、有価証券報告書、事業報告書等を通じて随時開示をしております。詳細につきましては、本報告書「Ⅲ.株主その他
の利害関係者に関する施策の実施状況　2.IＲに関する活動状況」」ならびに当社ホームページをご覧ください(https://www.ksk.co.jp/ir/)。

(2)本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

　コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針は、本報告書「I.コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、
企業属性その他の基本情報」に記載しております。

(3)取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続



　本報告書「Ⅱ-1.機関構成・組織運営等に係る事項　【取締役報酬関係】イ．取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る
事項」をご参照ください。

(4)取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　取締役・監査役候補者の指名につきましては、業務執行における善管注意義務および忠実義務を適切に果たし、当社の持続的成長と中長期的
な企業価値向上に貢献するための資質を備え、当社の経営を適切に遂行する能力（取締役候補）または経営の健全性確保に貢献する能力（監査
役候補）を有する者であることとしております。当該方針に基づき、取締役候補者は取締役会において決定し、監査役候補者については監査役会
の同意を得たうえで、取締役会で決定しております。なお、取締役の職務執行に不正又は重大な法令若しくは定款違反等があった場合には、当該
取締役の役位の解職その他の処分又は株主総会への解任議案の提出について、取締役会において審議のうえ、決定することとしております。

(5)取締役・監査役候補の指名を行う際の選解任理由

　取締役・監査役の選解任理由につきましては、、取締役改選時の株主総会招集通知において、その略歴及び選解任理由を掲載し説明しており
ます。

【補充原則3-1-3】　サステナビリティについての取組み

　経営理念「敬天愛人」並びにグループ企業行動憲章に則った「サステナビリティ基本方針」に基づき、当社グループが社会の構造変化に適切に
対応し、責任ある企業の一員として持続可能な社会の実現に向けて貢献していくことで、中長期的な企業価値向上に努めております。

　代表取締役社長を最高責任者とした「サステナビリティ委員会」では、取締役会で決定されたサステナビリティ基本方針に基づき、「環境」・「人
権」・「健康・労働環境」・「公正取引」・「危機管理」の各テーマに関連する戦略及び施策を策定し、実行しております。また、同委員会の活動状況に
ついては、取締役会が定期的に報告を受けております。なお、サステナビリティに関する施策の策定にあたっては、同委員会のみならず、広く社内
から寄せられる発案も審議しております。

　サステナビリティに関わる具体的な取り組みとして、環境や地域社会との共存に資するボランティア清掃活動、地域図書館との連携によるオープ
ンカレッジの開催や書籍・雑誌の寄贈、並びに関連施設で収穫された野菜の子ども食堂への寄贈等を推進しております。従来から取り組んでいる
健康経営や各種エンゲージメント施策の推進などと合わせ、今後も人間中心の経営を進めてまいります。なお、これらのESGやサステナビリティに
関わる活動については、当社ホームページ（https://www.ksk.co.jp/sustainability/）を通じて情報公開しております。

　また、環境問題への取り組みに関し、当社では2000年2月、EMS（ISO14001）の認証取得後、環境保護活動を継続しております。一方、気候変動
問題に関しては、現在のところ当社事業が重大な影響を及ぼすことは想定されないことから、TCFDに基づく開示等は行っておりません。安定的な
経済発展や生活基盤の確保において重要な取り組みであるとの認識のもと、GHG（温室効果ガス）削減に関しては、GHG排出量の可視化を導入
し、サプライチェーン全体の課題として、今後もクラウド化や文書等の電子化による省エネ・社内ＤXの推進に取り組んでまいります。

　人的資本に関する取り組み並びに指標及び目標につきましては当社有価証券報告書「2【サステナビリティに関する考え方及び取組】（https://ss
l4.eir-parts.net/doc/9687/yuho_pdf/S100W5OS/00.pdf）」を通じて情報公開しています。

また、知的財産への取組みにつきましては、自社開発したパッケージソフトウェア等、ソフトウェア資産（無形固定資産）への一定の投資を継続する
他、社内外のDX推進に向けAI分野をテーマとした研究開発を行っています。なお、2025年3月期の研究開発費の総額は17百万円であります。

【補充原則4-1-1】　経営陣に対する委任の範囲

　取締役会は、法令で定められた事項、および会社経営に関する重要事項等「取締役会規程」に定めた事項を決定するとともに、取締役から定期
的に職務執行状況の報告を受けること等により、取締役の職務執行を監督しております。また取締役会にて決定すべき事項以外の業務執行の意
思決定については、社内の規程に基づき、代表取締役および業務執行取締役等に対し委任しております。

【原則4-9】　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質

　当社が定める独立性判断基準は、会社法に定める社外取締役の要件及び東京証券取引所が定める独立性基準に合致しており、同判断基準に
従い独立役員である社外取締役を選任しております。

【補充原則4-10-1】　独立社外取締役

　現在、取締役８名のうち、独立社外取締役は３名であります。取締役会とは別に、社外取締役と監査役等からなる「社外役員協議会」が、当社経
営陣から独立した中立的な見地で、取締役会からの提案等について事前に相談を受け、協議のうえ助言等を行っております。また、各独立社外
取締役は、自身の高い専門的な知識と豊富な経験を活かして、取締役会や各取締役へ意見を述べるとともに、必要に応じて助言を行っており、適
切な管理・監督が成されていると考えております。

【補充原則4-11-1】　取締役会・監査役会の実効性確保、スキルマトリックスの開示

　当社は、取締役の員数を10名以内、監査役の員数を5名以内としており、必要最小限の経営陣による迅速な意思決定のもと事業を推進しており
ます。独立社外取締役の選任（全取締役８名中３名、うち女性１名）の他、監査役3名のうち、独立社外監査役２名を選任し、知識・経験・能力のバ
ランスに配慮しております。なお、独立社外取締役には、他社での経営経験を有する者を１名以上選任し、また、独立社外監査役には、財務・会計
に関する適切な知見を有している者を１名以上選任しております。

取締役及び監査役に期待するスキルマトリックスに関しては、定時株主総会事業報告に開示しております。

【補充原則4-11-2】　取締役・監査役の兼任状況

　社外取締役及び社外監査役の他社との兼任状況については、事業報告、有価証券報告書等において開示しております。他社との兼任について
は、当社の取締役及び監査役としての業務執行に全く支障がないことを確認し選任をしております。

【補充原則4-11-3】　取締役会の実効性評価の開示

　取締役会は、取締役会の議論を充実させ、取締役会の実効性を高め企業価値を向上させることを目的として、全役員に対して取締役会の実効
性評価に関するアンケートを実施し、取締役会の実効性の分析・評価を実施しております。

（１）評価方法

　アンケート調査票を、社外役員を含む全ての取締役および監査役に配布し、得られた回答を取締役会事務局が取りまとめ、取締役会議長に説
明の上、その結果を取締役会にて報告いたしました。

（２）評価項目

　取締役会の構成、取締役会の運営、社外役員に対する情報提供などに関する14項目。

（３）評価結果

　取締役会の構成メンバーは各人の専門性を理解し、他の役員の発言を尊重し、自由闊達な審議をすることができる環境であり、取締役会の開
催頻度、議案の内容および数並びに審議時間は適切であるため、業務執行に関する意思決定と監督との両面において当社取締役会の実効性は
有効であると評価いたしました。なお、取締役会としての責務を果たし当社の経営課題に対する闊達で活発な議論の場とするべく、より一層実効
性を高められるよう努めてまいります。

　当社取締役会は、今後も継続して実効性評価を行い、結果から得られた課題に対する改善に取り組むことで、取締役会の機能向上を図り、企業
価値の継続的な向上につなげてまいります。

【補充原則4-14-2】　取締役・監査役に対するトレーニング方針の開示

　当社は、取締役・監査役として期待される役割および責務を適切に果たすことができるよう、必要な知識の習得機会を提供しております。取締役
および監査役に対しては、主として第三者機関主催の研修会受講の利用機会を提供し、その費用を会社が負担しております。また、新任取締役
および新任監査役の就任の際には、グループ全体の事業概要や事業戦略等に関する必要な知識に加え、法令上の権限および義務等に関する
研修等を行っております。

【原則5-1】株主との建設的な対話に関する方針

　当社は、管理本部経営企画担当を主たるIR担当部署としております。また株主や投資家に対しては、年1回以上の決算説明会を開催するととも
に、ご要望により、IR担当役員等による個別面談等を行うことで、適切に対話の機会を設けております。対話の際いただいたご意見については、



適宜経営陣に共有する仕組みを構築しております。なお、対話にあたってはテーマに留意し、インサイダー情報については、社内規程に基づき厳
重に管理するよう徹底しております。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

記載内容 取組みの開示（アップデート）

英文開示の有無 無し

アップデート日付 2025年7月1日

該当項目に関する説明

当社は資本コストを意識した持続的な企業価値の向上を目指し、資本効率向上及び各ステークホルダーとの関係強化を図ってまいります。具体
的な指標として、従来から目標としております売上高営業利益率10％に加え、2024年度よりスタートした中期経営計画では、最終年度である2027
年3月期に、自己資本当期純利益率(ROE)12％、株主還元については、中期経営計画の最終年度の目標を1年前倒しで2026年3月期に配当性向5
0％を目指してまいります。本中期経営計画では、「ＫＳＫを強靭化し再生することでＶＵＣＡ環境を克服し、創業100周年の未来に向けて持続的成
長の基盤づくりを行う」「ＫＳＫの事業活動の価値を環境価値・社会価値と中・長期的に整合させる経営革新(ＳＸ）に取組む」を基本方針とし、環境
変化に適応し、さらなる企業価値の向上と持続的成長を実現してまいります。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

山崎陽子 803,170 13.27

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND 518,964 8.58

山崎武幹 462,000 7.64

山崎武寛 462,000 7.64

光通信株式会社 374,200 6.18

株式会社UHPartners2 343,900 5.68

KSK従業員持株会 260,330 4.30

石井公子 157,200 2.60

AGS株式会社 147,000 2.43

村上洋子 107,300 1.77

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

・大株主の状況は2025年3月31日現在の状況です。

・株式保有割合は自己株式（1,585,418株）を控除して計算しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 3 月

業種 情報・通信業



直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与える特別な事情はありません。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

多和田　英俊 公認会計士

井口　広 他の会社の出身者

鈴木　順子 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）



k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

多和田　英俊 ○ ―――

公認会計士として多くの企業での監査経験が
あり、他社の社外取締役としての経験も有する
ことから、経営全般の監視と有効な助言が得ら
れるものと判断したため。

独立役員として指定した理由は、当社との間に
人的関係、資本的関係又は取引関係その他の
利害関係はなく、一般株主との利益相反が生じ
るおそれが無いと判断したため。

井口　広 ○ ―――

経営者として複数の企業経営に携わった経験
に加え、長年に亘るＬＳＩ開発に係る豊富な経験
と幅広い知見を活かしてもらうため。

独立役員として指定した理由は、当社との間に
人的関係、資本的関係又は取引関係その他の
利害関係はなく、一般株主との利益相反が生じ
るおそれが無いと判断したため。

鈴木　順子 ○ ―――

経営者としての企業経営の経験に加え、執行
役員CHROとして人事組織開発の経験を有す
るほか、日本企業と外資系企業、大企業と中
小ベンチャー企業と、異なる組織風土の企業に
おいて様々な業務に従事し、豊富な経験と幅
広い見識を有することから、経営全般の監視と
有効な助言が得られるものと判断したため。

独立役員として指定した理由は、当社との間に
人的関係、資本的関係又は取引関係その他の
利害関係はなく、一般株主との利益相反が生じ
るおそれが無いと判断したため。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役はすべての取締役会に出席すると共に、取締役会から独立して取締役の職務執行の適法性を監査しております。

また、監査役は取締役等からの報告の聴取、重要な決裁書類の閲覧、子会社の調査等により監査を実施する一方、監査役全員で構成される監
査役会は、会計監査人からの報告のほか必要な情報や意見の交換を行い、それぞれの立場で得られた内容を共有することにより、監査精度の
向上と効果的な改善が図られるよう努めております。

さらに、四半期毎に監査法人を交えて実施される決算報告会に、監査役も出席し具体的な決算上の処理や課題について情報を共有しておりま
す。

内部監査の組織としては、内部監査室を設置し５名の専従者がおります。内部監査室は業務執行ラインとは異なる立場で、主として社内の業務執
行状況を検査し、不正や過誤の予防と防止に努めております。なお、連絡会要領に基づき四半期ごとに監査役会と連絡会議を開催し内部監査の
状況についての報告や、内部監査実施時に監査役が立会うことを通じて意見交換を行うことにより、監査精度の向上と効果的な改善が図られるよ
う努めております。



社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

塩畑　一男 他の会社の出身者

山内　久光 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

塩畑　一男 ○ ―――

経営者として複数の企業経営に携わった豊富
な経験と幅広い見識を活かし監査をしてもらう
ため。

独立役員として指定した理由は、当社との間に
人的関係、資本的関係又は取引関係その他の
利害関係はなく、一般株主と利益相反が生じる
おそれがないと判断したため。

山内　久光 ○ ―――

弁護士としての専門的知見を有していることか
ら、有効な助言が得られるものと判断したた
め。

独立役員として指定した理由は、当社との間に
人的関係、資本的関係又は取引関係その他の
利害関係はなく、一般株主と利益相反が生じる
おそれがないと判断したため。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

当社は、「ＫＳＫグループ役員選任基準」を定め、その中で社外取締役を選任する上での基準を次のように定めております。

①社外取締役就任の前10年間に当社又は子会社の取締役等でないこと

②当社又は子会社の「業務執行取締役もしくは執行役又は支配人その他の使用人」でないこと

③当社を支配する個人、又は親会社の取締役、執行役、支配人その他の使用人でないこと



④当社の兄弟会社の業務執行取締役等でないこと

⑤当社の取締役、支配人、その他の重要な使用人又は支配個人の配偶者、二親等内の親族ではないこと

　

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

　当社では、会社や個人の業績（会社業績予想値や担当する事業セグメント業績への貢献度等）により変動する業績連動型報酬制度と、長期的
な課題に対するインセンティブとしてのストックオプション制度を導入しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員

該当項目に関する補足説明

イ．株式会社ＫＳＫの社内取締役を対象とした、株式報酬型ストックオプションを、役員報酬枠とは別枠で年額40,000千円を上限として割り

　　当てております。

ロ．2024年度を初年度とする中期経営計画「Blue Wind ChapterⅡ」の策定に合わせて、2024年度に株式会社ＫＳＫの社内取締役および従業員を

対象とした、ストックオプションとしての新株予約権の発行を定時株主総会で決議しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

取締役（社外取締役は除く）と監査役（社外監査役は除く）及び社外役員、それぞれの報酬等の総額と報酬等の種類別の総額を開示しておりま
す。

2024年度中に取締役及び監査役並びに社外役員に支払った報酬の額は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報酬等の種類別の総額（百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　報酬等の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業績連動報酬　　　

　　　役員区分　　　　　　　　（百万円）　　　　　　　　固定報酬

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業績連動報酬　　ストックオプション

　　　

　　　取締役　　　　　　　　　　　１７８　　　　　　　　　　　１０５　　　　　　　　　　　　　５１　　　　　　　　　２１

　　　（社外取締役を除く）

　　　監査役　　 　　　　　　　　　　 ７　　　　　　　　　　　　　７　　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　－

　　　（社外監査役を除く）

　　　社外役員　　　　　　　　　 　２１　　　　　　　　　　　　２１　　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　－

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

イ．取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

ａ．当社の取締役の報酬等に関しては、1997年６月27日開催の当社第23期定時株主総会決議において年額200百万円以内（ただし、使用人分給
与は含まない）としております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は10名です。また、別枠で2014年６月27日開催の当社第40期定時株主総



会において、株式報酬型ストック・オプション報酬額として年額40百万円以内と決議されております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は７
名です。

ｂ．取締役の報酬等に関する基本方針

ⅰ）各取締役の報酬は、株主総会の決議により定められた報酬等の限度額の範囲内で役員報酬規程等に基づき決定する。

ⅱ）当社の経営理念に基づく経営を実践し、中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高める。

ⅲ）業績連動報酬と非連動報酬とのバランス、および同業他社との報酬水準を考慮した報酬体系とする。

ⅳ）社外役員協議会の意見を尊重した、透明性と客観性の高い決定プロセスを実現する。

ｃ．役員報酬等の構成

　当社の役員報酬は、会社や個人の業績（会社業績予想値や担当する事業セグメント業績への貢献度等）により変動する業績連動報酬と、長期
的な課題に対するインセンティブとしてのストック・オプションから成る報酬、および役職（職位）に応じて決定する固定的な報酬の非連動報酬によ
り構成されております。

ｄ．業績連動報酬の指標、当該指標を選択した理由および業績連動報酬の額の決定方法

　取締役の業績連動報酬に係る指標は、売上指標として、全社売上、セグメント売上を勘案し、利益指標として、全社営業利益、セグメント利益、
全社純利益を勘案することとしております。また、非財務指標として、健康経営、ダイバーシティ、人材育成投資、エンゲージメントサーベイ結果
等、人的資本に関する指標を主要項目としたサステナビリティ関連、CS関連等の目標を中心に進捗状況を勘案することとしております。当該指標
を選択した理由は、業務執行の成果を客観的に測る指標として適切と考えられるためです。

ｅ．報酬額決定のプロセス

　社外役員協議会に対し、同業他社との比較による報酬水準の確認や、業績連動指標の評価項目や、妥当性について意見を聴取の上、取締役
会の決議により一任された代表取締役 河村具美・松岡洋一が、当社の業績及び担当事業における成果等を総合的に勘案し、協議により役員報

酬を決定しております。

ｆ．社外取締役の報酬構成

　社外取締役の報酬は、固定報酬のみで構成されます。

ロ．監査役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

ａ．当社の監査役の報酬等に関しては1999年6月29日開催の当社第25期定時株主総会決議において年額30百万円以内としております。また、当
該株主総会終結時点の監査役の員数は４名です。

ｂ．報酬額決定のプロセス

　各監査役の報酬は、常勤と非常勤の別、業務の分担等を勘案し、株主総会の決議により定められた報酬等の限度額の範囲内で監査役の協議
に基づき決定しております。

該当項目に関する補足説明

　取締役（社外取締役は除く）と監査役（社外監査役は除く）及び社外役員、それぞれの報酬等の総額と報酬等の種類別の総額を開示しておりま
す。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

現在、社外取締役及び社外監査役の職務を補助する専用スタッフを配置しておりませんが、社外監査役への情報伝達は常勤の監査役が行い、
社外取締役への情報伝達も含め経営企画担当が必要なサポートを行っております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

牧野　信之 相談役
当社の経営及び業務に関する相
談、助言

非常勤・報酬有 2024/6/27 1年更新

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

(1)業務執行、監視の仕組み

　・経営の透明性

　　　毎月の経営状況について予算と実績との乖離状況、問題点など各部門の責任者及び役員が情報を共有し、問題・課題について迅速な

　　処置を行っております。

　　　また、毎月経営陣が各部門の責任者及び中堅管理者から直接マネージメントレビューを行い、業務執行状況の確認や問題・課題等の



　　解決について指示を行っております。

　・取締役会の充実

　　　取締役会は、迅速な意思決定と経営責任を明確にするために８名(提出日現在）の取締役で構成し、定時取締役会及び重要案件が発生した
ときの臨時取締役会を適宜開催しております。取締役会においては、会社の重要事項を決議するとともに、月次の業績進捗状況報告及び四半期
単位での担当取締役・執行役員による業務執行状況の報告を行っております。　

　・執行役員制度の導入

　　　組織の活性化と業務執行の迅速性および機能の向上を図ることを目的に、執行役員制度を導入しております。

　・リスク管理体制の整備の状況等

　　　 当社は、激しく変化する事業環境の中で、事業運営に伴うリスクを的確に予測・管理し損害の発生を未然に防止することで、顧客、

　　投資家等の当社に対する信頼の維持と強化をはかることが重要であると認識し、リスク管理の全社的推進とリスク管理に必要な情報の

　　共有を図ることを目的とした、リスク管理委員会を設置しております。個々の問題に関しては、顧問弁護士から法務に関する問題等に

　　ついて必要に応じてアドバイスを受けており、また公認会計士や労務コンサルタント等社外の専門家と常時密接な連携を持ち、経営の

　　適法性について監視体制を保っております。また、個人情報保護や品質管理、環境保全等の具体的なリスクに関しては、それぞれ

　　マネージメントシステムを構築して日常的なリスク管理を実施しております。なお、事業継続に関わるような災害発生時に備え、事業

　　継続計画（ＢＣＰ）を策定し緊急時の基本方針と対応を定めております。

　・会計監査人評価方針

　　　監査役及び監査役会は、毎年会計監査人に対して評価を行っております。この評価については日本監査役協会が公表している「会計監査

　　人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指針」に基づき総合的に評価しております。

　・社外役員協議会

　　　非執行部門という共通性を持った社外役員等からなる「社外役員協議会」は、当社経営陣から独立した中立的な見地から、取締役の選任

　　プロセス及び報酬等の決定プロセスに関与するなど経営の客観性・透明性を高めております。

　・役員選任基準と選任手続

　　　当社グループの役員選任の基準と手続を定め、社内役員および社外役員それぞれの選任基準を満たす候補者を選定の上、社外役員

　　協議会に提示しその協議結果を付して取締役会において決議しております。

(2)会計監査の状況

　　会計監査につきましては、有限責任あずさ監査法人と監査契約を締結し、会社法に基づく会計監査及び金融商品取引法に基づく会計監査

　を受けております。当社は同監査法人が独立の第三者として公正不偏な立場で監査が実施できるよう環境を整備しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

現状の企業統治の体制を採用する理由は、客観的・中立の立場で経営を監視できる社外取締役（独立役員）３名を取締役会のメンバーとし、社内
の事情や業務に精通している常勤監査役1名と、法律等の専門的な知見や経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有する非常勤監査役（社外
監査役かつ独立役員）２名からなる監査役会、及び非執行部門という共通性を持った社外役員等からなる「社外役員協議会」によって、経営陣か
ら分離・独立した機能によるガバナンスの強化が図られており、経営の監視についても十分に機能する体制が整っていると判断していることからで
あり、当面は現状のガバナンス体制を維持することとしております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
法定期日より前に電子提供措置事項の開示及び株主総会招集通知の発送しておりま
す。当社の電子提供措置事項は、東京証券取引所ホームページ及び当社ウェブサイト（h
ttps://www.ksk.co.jp/ir/）に掲載しております。

電磁的方法による議決権の行使
電子投票制度を採用し、インターネット等（ＰＣ、スマートフォン）による議決権行使ができ
るようにしております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

実施時期　：　５月

実施内容　：　決算の説明
あり



IR資料のホームページ掲載
弊社ホームページ(https://www.ksk.co.jp/ir/library/)にて

決算説明会資料、説明会動画（一定期間）、有価証券報告書、適時開示資料、
決算資料、招集通知、決議通知、年次報告書等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置

IR担当：取締役執行役員管理本部長

　　　　　川辺　恭輔

IR事務連絡責任者：金谷　新

IR担当部署名：管理本部経営企画担当

その他
機関投資家やアナリストからの個別の要請に対応し、個別にＩＲミーティングを
行っております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「KSKグループ企業行動憲章」や「社員の行動規範」の中で、お客様や取引先、地域社会
の皆さんと良好な信頼関係を構築し、互いに認め合い、敬意を持って接することを定めて
おります。

また、株主にとどまらず、従業員、取引先、顧客、債権者、地域社会をはじめとする多様な
ステークホルダーとの価値共創が重要となっていることを踏まえ、マルチステークホルダー
との適切な協働に向けた「マルチステークホルダー方針」を定め、当社ウェブサイトに公開
しています。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

KSKグループは「サステナビリティ基本方針」を策定し、経営理念として掲げる「敬天愛人」
のもと、SDGsに対して事業活動および企業活動を通じて、持続可能な社会の実現に向け
た様々な取り組みを行っています。

　また、「環境」「人権」「健康・労働環境」「公正取引」「危機管理」等のサステナビリティ関連
諸施策を推進・管理していくため、業務執行体制として代表取締役の下に「サステナビリ
ティ委員会」を設置しております。

　具体的な取り組みとして、環境や地域社会との共存に資するボランティア清掃活動、地域
図書館との連携によるオープンカレッジの開催や書籍・雑誌の寄贈、並びに関連施設で収
穫された野菜の子ども食堂への寄贈等を推進しております。従来から取り組んでいる各種
エンゲージメント施策の推進などと合わせ、今後も人間中心の経営を進めてまいります。な
お、これらのESGやサステナビリティに関わる活動については、当社ホームページ（https://
www.ksk.co.jp/sustainability/）を通じて情報公開しております。

　また、企業が長期的、継続的な成長を実現するためには従業員一人ひとりの健康が不可
欠であるとの考えから「健康経営宣言」を行い、代表取締役社長を健康経営の最高責任者
に任命し、従業員の健康の維持・増進のための活動を継続的に行っております。その活動
が評価され、2025年３月、経済産業省と東京証券取引所が共同で、上場企業の中から「健
康経営」に優れた企業を選出する「健康経営銘柄」に７年連続で選定されました。また、経
済産業省と日本健康会議が共同で取組んでいる「健康経営優良法人（ホワイト５００）」にも
９年連続で認定されました。

その他

KSKグループでは2024年度を初年度とする中期経営計画「Blue Wind ChapterⅡ」を策定し

ました。

　本中期経営計画では、「ＫＳＫを強靭化し再生することでＶＵＣＡ環境を克服し、創業100周
年の未来に向けて持続的成長の基盤づくりを行う」「ＫＳＫの事業活動の価値を環境価値・
社会価値と中・長期的に整合させる経営革新(ＳＸ）に取組む」を基本方針とし、資本効率向
上及び各ステークホルダーとの関係強化を図ってまいります。具体的な指標として中期経
営計画の最終年度である2027年3月期に、自己資本当期純利益率（ROE）12％、配当性向
に関しては1年前倒しで2026年3月期に50％を目指してまいります。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内
容の概要は以下のとおりであります。

(1)取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　a．当社は、企業活動における遵法の精神を「ＫＳＫグループ企業行動憲章」として定めております。

　　b．コンプライアンス担当役員を置き、コンプライアンス体制の基礎として「役員服務規程」と「社員の行動規範」を制定し社内研修等を通じて

　　　 社内に周知しております。

　　c．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的な勢力及び団体とは決して関わりを持たず、また、不当な要求に対しては毅然とした

　　　 対応を取っております。

　　d．当社は、代表取締役会長直轄の「内部監査室」を設置しており、業務執行ラインとは異なる立場で組織及び制度の監査や業務監査等を

　　　 実施し、不正及び過誤の防止に努め、監査結果を代表取締役会長や取締役会に報告するとともに、監査対象部門に改善事項を勧告



　　　　してその改善状況の確認を行っております。

　　e．重要事項については、顧問契約をしている弁護士、税理士、公認会計士等外部の専門家と事前相談を行っております。

　　f．「通報・相談窓口規程」に基づき、社内通報システムを有効に活用しております。

(2)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　取締役の重要な意思決定及び取締役への報告に関しては、文書の作成、保存及び廃棄に関する「文書管理規程」に基づいて行うほか、

　　全社において５Ｓ活動を展開し、文書や情報の整理・整頓を行い、必要な情報が効率よく管理される体制を構築しております。

(3)損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　a．当社は、代表取締役社長をリスク管理の最高責任者とし、リスク管理担当役員を委員長とするリスク管理委員会を設置し、全社的なリスク

　　　 管理を推進する。また、「リスク管理規程」を制定しております。

　　b．当社は受注後のプロジェクト管理について「プロジェクト管理規程」を制定するとともに、受注時の審査に関する「プロジェクト審査

　　　　規程」を制定しております。

(4)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　a．取締役会規則や組織規程、業務分掌規程、職務権限規程を必要に応じて見直しております。

　　b．当社は、取締役会を毎月１回以上開催し、重要事項の決定を行う。なお、必要に応じて書面又は電磁的記録により同意の意思表示を行う

　　　 方法も含めた、臨時取締役会の開催を併用し、迅速な意思決定を行っております。

　　c．当社は事業部制を採用し事業計画を策定するとともに、その執行状況については取締役会で報告を行っております。

(5)当社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正性を確保するための体制

　　a．当社は、子会社から毎月事業内容の報告を受けるほか、重要事項の執行については、子会社と締結している「ガバナンス契約」に基づき

　　　　事前同意を得ることとしております。

　　b．当社で制定しているコンプライアンス体制の基礎となる「社員の行動規範」を子会社にも適用しております。また、主要な社内規程に

　　　　ついてはグループ規程として制定し、グループ内各社共通のルールとしております。

　　c．当社の管理本部が、グループ会社管理規程に基づき子会社の管理を担当しております。

　　d．当社の監査役は、子会社の業務の適正性に問題があると思われる場合は、必要に応じて調査を行っております。

　　e．当社で整備する社内通報システムの適用範囲にグループ会社を含めて運用しております。

(6)監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　　監査役から職務を補助する使用人を置くよう要望があった場合は、独立した部署を置き、必要な人員を配置することとしております。

(7)前項の使用人の取締役からの独立性確保に関する事項

　 監査役を補助する使用人を置いた場合は、当人の人事異動、人事評価、懲戒処分等を行う場合には、事前に監査役の意見を聞き、これを

　 尊重するものといたします。

(8)取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他監査役への報告に関する体制

　　a．取締役及び使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生し又は発生するおそれがあるとき、役職員による違法又は不正な行為を

　　　 発見したときは、監査役に報告することにしております。

　　b．内部通報や社内処分があった場合、担当する役員又は使用人は監査役に報告することにしております。

　　c．通報者が、通報や相談をしたことを理由に、不利な扱いを受けないよう「通報・相談窓口規程」に不利益取扱い禁止条項を設けております。

(9)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　a．監査役は、会計監査人から会計監査内容について説明を受けるとともに、内部監査部門とも連携を図り、適切な意思疎通及び効果的な

　　　 監査業務の遂行を図っております。

　　b．監査役が実効のある監査を行えるよう、監査業務に伴い発生する費用については、速やかに処理することとしております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方として、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは決して関わりを持たず、
また、不当な要求に対しては毅然とした対応をとることを定めております。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

(1)取締役の定数

　　当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。

(2)取締役の選任および解任決議要件について

　　取締役の選任決議については、株主総会において議決権を行使する事が出来る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

　　その議決権の過半数をもって選任する旨を定款に定めております。

　　取締役の解任決議についても、株主総会において議決権を行使する事が出来る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

　　その議決権の３分の２以上をもって決する旨を定款に定めております。

(3)株主総会の特別決議要件

　　株主総会の円滑な運営を行うことを目的とし、会社法第309条第2項の定めによる株主総会の特別決議について、議決権を行使することが

　　できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって決する旨を定款に定めております。



(4)株主総会決議事項を取締役会で決議することが出来る事項

　　・自己株式の取得

　　　　経営環境の変化に即応し機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第2項の規定により、取締役会決議をもって市場

　　　　取引等によって自己株式を取得することが出来る旨を定款に定めております。

　　・中間配当

　　　　株主への機動的な利益還元を可能とするため、取締役会の決議によって「毎年9月30日の株主名簿に記載または記録された株主若し

　　　　くは登録株式質権者」に対して、会社法第454条第5項に定める剰余金の配当（中間配当）を行うことができる旨を定款で定めております。

(5)責任免除規定

　　社外取締役及び社外監査役として適切な人材を確保し、期待される役割を十分に発揮できるようにするため

　　当社と社外取締役及び社外監査役との間で責任限定契約を締結することができる旨を定款で定めております。

(6)補欠監査役の選任及びその効力の期限

　　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え補欠の監査役を選任できる旨、及び補欠監査役の選任の

　　有効期限を２年とする旨を定款で定めております。
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